
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化・輸出拡大に向けた広域集荷環境の整備を目的とする取組用

（宮崎県　令和３年度）
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104.3%
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が245％
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かん
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輸出向
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を
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増加

総出荷量

1,580t
うち国内

1,277ｔ
うち海外

303t

総出荷量

1,940t
うち国内

1,520ｔ
うち海外

420t

総出荷量

3,001t
うち国内

2,167ｔ
うち海外

834t

総出荷量

3,493t
うち国内

2,357ｔ
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1,136t
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4,787t
うち国内
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うち国内

4,706ｔ
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うち国内
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うち海外

1,800t

29.9%

輸出向け

出荷が

148％増
加した

【耕種作物共
同利用施設整

備】

集出荷貯蔵施

設

・貯蔵庫1棟

1,495.75㎡
・前処理棟1

棟289.5㎡
・洗浄機一式

20t/日

・出荷棟1棟

1,655㎡
・選果機一式

20t/日

938,503,800 408,500,000 530,003,800

平成

29年
10月
18日

輸出量に関し
て、令和元年度
まで順調に伸び
ていたものの、
新型コロナウイ
ルスの影響で取
引が停止した業
者もあり、大幅
に減少した。
その代わり、国
内の巣籠もり需
要のおかげで総
出荷量は計画通
りに増加した。

販売数量
の目標は
達成をし
たが、輸
出向け目
標は未達
成となっ
た。
輸出目標
は計画時
よりも増
加してい
るもの
の、コロ
ナの影響
で計画の
輸出に取
り組めな
いため、
目標達成
には至ら
なかっ
た。

65.0% 総合

所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　　 　２　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　３　「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　４　「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　５　「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。
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全体評価としては71%で、うち目標達成が１、未達成が１となった。未達成の要因としては、コロナの影響で計画どおりの取組が実施できないものであった。
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